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i 

本補足文書について 

サステナビリティ基準委員会（以下「当委員会」という。）では、サステナビリティ開示基

準の適用にあたって参考となるものの、サステナビリティ開示基準を構成しない文書につい

て、当委員会の了承を得たうえで、補足文書として公表することとしている。 

当委員会は、高品質で国際的に整合性のあるサステナビリティ開示基準を開発するにあた

り、IFRS サステナビリティ開示基準（以下「ISSB 基準」という。）と整合性のあるものとす

ることが有用であると考え、基本的に ISSB 基準の内容を取り入れている。 

ISSB 基準を開発する国際サステナビリティ基準審議会（以下「ISSB」という。）からは、ISSB

基準の理解に資するために、ISSB基準を構成しない付属ガイダンス（Accompanying Guidance）

が公表されている。ISSB より公表された付属ガイダンスのうち、「Accompanying Guidance on 

General Requirements for Disclosure of Sustainability-related Financial Information」

1（「IFRS S1 号『サステナビリティ関連財務情報の開示に関する全般的要求事項』に関する付

属ガイダンス」、以下「付属ガイダンス」という。）は、サステナビリティ開示基準の適用にあ

たっても参考となると考えられることから、当委員会の了承を得て、これに相当する補足文

書を公表することとした。 

本補足文書は、サステナビリティ開示基準を構成しない。したがって、本補足文書の内容

に従わない場合であっても、サステナビリティ開示基準に準拠している旨を表明することが

できる。 

本補足文書では、次の省略定義を用いている。 

省略定義 省略前 

適用基準 サステナビリティ開示ユニバーサル基準「サステナビリティ開示基準の適用」 

（2025 年 3月公表） 

一般基準 サステナビリティ開示テーマ別基準第 1 号「一般開示基準」 

（2025 年 3月公表） 

気候基準 サステナビリティ開示テーマ別基準第 2 号「気候関連開示基準」 

（2025 年 3月公表） 

IFRS S1 号 IFRS S1 号「サステナビリティ関連財務情報の開示に関する全般的要求事項」 

（2023 年 6月公表） 

IFRS S2 号 IFRS S2 号「気候関連開示」 

（2023 年 6月公表） 

 
1 https://www.ifrs.org/content/dam/ifrs/publications/pdf-standards-issb/english/2023/issued

/part-b/issb-2023-b-ifrs-s1-general-requirements-for-disclosure-of-sustainability-related-

financial-information-accompanying-guidance-part-b.pdf 



 
   

 

ii 

本補足文書は、ISSB より公表された付属ガイダンスの和訳を添付する形を採っている。サ

ステナビリティ開示基準の文脈でこの付属ガイダンスの内容を考慮するにあたっては、次の

ように読み替えを行う必要がある。 

 付属ガイダンス サステナビリティ開示基準 

 例示的ガイダンス  

1 IG9 項 IFRS S1 号第 54 項 適用基準第 40 項 

2 IG9 項 IFRS S1 号第 55 項 適用基準第 41 項及び第 43 項 

3 IG9 項 IFRS S1 号第 56 項 適用基準第 50 項 

4 IG9 項 IFRS S1 号第 57 項 適用基準第 51 項 

5 IG9 項 IFRS S1 号第 58 項 適用基準第 52 項、第 54 項及び第 55 項 

6 IG9 項 IFRS S1 号第 59 項 適用基準第 60 項 

7 IG9 項 IFRS S1 号付録 C 適用基準第 51 項、第 55 項、BC100 項及

び BC155 項 

8 IG19 項 IFRS S1 号第 55 項 適用基準第 41 項及び第 43 項 

9 IG19 項 IFRS S1 号第 33 項 一般基準第 23 項及び BC49 項 

10 IG20 項 IFRS S1 号第 55 項(b) 適用基準第 43 項 

11 IG23 項 IFRS S1 号第 32 項(a) 一般基準第 15 項(1)及び(2) 

12 IG23 項 IFRS S1 号第 32 項(b) 一般基準第 15 項(3)及び BC35 項 

13 IG24 項 IFRS S1 号第 35 項 一般基準第 17 項及び BC39 項 

14 IG25 項 IFRS S1 号第 55 項 適用基準第 41 項及び第 43 項 

15 IG25 項 IFRS S1 号第 57 項 適用基準第 51 項 

16 IG25 項 IFRS S1 号第 58 項 適用基準第 52 項、第 54 項及び第 55 項 

17 IG26 項 IFRS S1 号第 21 項 適用基準第 29 項 

18 IG27 項 IFRS S1 号第 55 項 適用基準第 41 項及び第 43 項 

19 IG27 項 IFRS S1 号第 25 項から 

第 53 項 

一般基準第 7 項から第 39 項 

20 IG27 項 IFRS S1 号第 34 項 一般基準第 16 項及び第 18 項 

21 IG27 項 IFRS S1 号第 35 項 一般基準第 17 項及び BC39 項 

22 IG27 項 IFRS S1 号第 36 項 一般基準第 20 項 

23 IG27 項 IFRS S1 号第 37 項 一般基準第 19 項 

24 IG27 項 IFRS S1 号第 38 項 一般基準第 20 項 

25 IG27 項 IFRS S1 号第 39 項 一般基準第 21 項 

26 IG27 項 IFRS S1 号第 40 項 一般基準第 22 項 



 
   

 

iii 

 付属ガイダンス サステナビリティ開示基準 

 設 例  

27 IE2 項 IFRS S1 号第 55 項(a) 適用基準第 41 項 

28 IE2 項 IFRS S1 号第 58 項(a) 適用基準第 52 項 

29 IE2 項 IFRS S1 号第 59 項(a) 適用基準第 60 項(1) 

30 IE2 項 IFRS S1 号第 59 項(b) 適用基準第 60 項(2) 

31 IE2 項 IFRS S1 号第 49 項 一般基準第 35 項及び気候基準第 88 項 

32 IE3 項 IFRS S1 号第 54 項 適用基準第 40 項 

33 IE4 項 IFRS S1 号第 55 項(a) 適用基準第 41 項 

34 IE8 項 IFRS S1 号第 49 項 一般基準第 35 項及び気候基準第 88 項 

35 IE8 項 IFRS S1 号第 59 項 適用基準第 60 項 

36 IE15 項 IFRS S1 号第 49 項 一般基準第 35 項及び気候基準第 88 項 

37 IE15 項 IFRS S1 号第 59 項 適用基準第 60 項 

38 IE15 項 IFRS S1 号第 74 項 適用基準第 81 項 

 

以 上 
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This Accompanying Guidance accompanies IFRS S1 General Requirements for Disclosure of Sustainability-related 

Financial Information (published June 2023; see separate booklet) and is issued by the International Sustainability 

Standards Board (ISSB). 

Disclaimer: To the extent permitted by applicable law, the ISSB and the IFRS Foundation (Foundation) expressly 

disclaim all liability howsoever arising from this publication or any translation thereof whether in contract, tort or 

otherwise to any person in respect of any claims or losses of any nature including direct, indirect, incidental or 

consequential loss, punitive damages, penalties or costs. 

Information contained in this publication does not constitute advice and should not be substituted for the services of 

an appropriately qualified professional. 

© IFRS Foundation 2023 

Reproduction and use rights are strictly limited to personal non-commercial use, such as corporate disclosure. 

Any other use, such as – but not limited to – reporting software, investment analysis, data services and product 

development is not permitted without written consent. Please contact the Foundation for further details at 

sustainability_licensing@ifrs.org.  

All rights reserved. 

This Japanese translation of the Accompanying Guidance on IFRS S1 General Requirements for Disclosure of 

Sustainability-related Financial Information has been prepared by the Financial Accounting Standards Foundation 

(FASF), the mother organisation of the Sustainability Standards Board of Japan (SSBJ) and approved by a Review 

Committee appointed by the IFRS Foundation. The Japanese translation is published by the FASF in Japan with the 

permission of the IFRS Foundation. The Japanese translation is the copyright of the IFRS Foundation. 

 

The Foundation has trade marks registered around the world (Marks) including ‘IAS®’, ‘IASB®’, the IASB® logo, 

‘IFRIC®’, ‘IFRS®’, the IFRS® logo, ‘IFRS for SMEs®’, the IFRS for SMEs® logo, ‘International Accounting 

Standards®’, ‘International Financial Reporting Standards®’, the ‘Hexagon Device’, ‘NIIF®’, ‘SIC®’ and SASB®’. 

Further details of the Foundation’s Marks are available from the Foundation on request. 

The Foundation is a not-for-profit corporation under the General Corporation Law of the State of Delaware, USA and 

operates in England and Wales as an overseas company (Company number: FC023235) with its principal office in the 

Columbus Building, 7 Westferry Circus, Canary Wharf, London, E14 4HD. 
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この付属ガイダンスは、IFRS S1号「サステナビリティ関連財務情報の開示に関する全般的要求事項」

（2023年 6月公表、別冊参照）に付随するものであり、国際サステナビリティ基準審議会（ISSB）が公

表している。 

注意書き： 適用される法律が認める範囲で、ISSB及びIFRS財団（当財団）は、本出版物又はその翻訳

から生じるすべての責任を、契約、不法行為、その他いかなる者に対するいかなる性質の請求若しくは損

害（直接、間接、付随的又は結果的な損害、懲罰的賠償、罰金又はコストを含む。）に関するものであれ、

拒絶する。 

本出版物に含まれている情報は、助言を構成するものではなく、適切な資格を有する専門家のサービスの

代用とすべきではない。 

© IFRS財団 2023 

複製及び使用の権利は、企業開示などの個人的な非商業的使用に厳しく制限されている。 

報告用ソフトウェア、投資分析、データ・サービス、製品開発など（ただし、これらに限定されない。）

その他の使用は、書面による同意がない限り認められない。詳細については当財団に連絡されたい

（sustainability_licensing@ifrs.org）。 

不許複製・禁無断転載 

IFRS S1号「サステナビリティ関連財務情報の開示に関する全般的要求事項」に関する付属ガイダンスの

日本語訳は、サステナビリティ基準委員会（SSBJ）を傘下に置く財務会計基準機構（FASF）により作成

され、IFRS財団が指名したレビュー委員会が承認している。日本語訳は、IFRS財団の許可の下に日本に

おいて財務会計基準機構により出版される。日本語訳はIFRS財団の著作物である。 

 

当財団は、世界中で登録された商標を有しており、これには‘IAS®’, ‘IASB®’, the IASB®ロゴ, ‘IFRIC®, 

‘IFRS®’, the IFRS®ロゴ, ‘IFRS for SMEs®’, the IFRS for SMEs®ロゴ, ‘International Accounting Standards®’, 

‘International Financial Reporting Standards®’, ‘Hexagon Device’, ‘NIIF®’, ‘SIC®’ 及び ‘SASB®’ が含まれている。

当財団の登録商標の詳細については、請求に応じて当財団から入手可能である。 

当財団は、米国デラウェア州の一般会社法に基づく非営利法人であり、主たる事務所をColumbus Building, 

7 Westferry Circus, Canary Wharf, London E14 4HDに置いて、イングランド及びウェールズで外国会社（会

社番号：FC023235）として活動している。 
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IFRS S1号「サステナビリティ関連財務情報の開示に関する全般的

要求事項」 

例示的ガイダンス 

このガイダンスは、IFRS S1号に付属しているが、その一部を構成するものではない。本ガイダンスは、

IFRS S1号の諸側面を説明するものであるが、解釈上のガイダンスを提供することを意図したものではな

い。 

主要な利用者 

IG1 IFRS S1号の目的は、一般目的財務報告書の主要な利用者が企業への資源の提供に関する意思決

定を行うにあたり有用な、当該企業のサステナビリティ関連のリスク及び機会に関する情報の

開示を当該企業に要求することにある1。 

主要な利用者の情報ニーズを満たすこと 

IG2 情報が、特定の報告企業の一般目的財務報告書の主要な利用者の意思決定に影響を与えると合

理的に見込み得るかどうかを評価することは、企業が、企業自身の状況を考慮しながら、それ

らの利用者の特性を考慮することを要求する。一般目的財務報告書には、企業の一般目的財務

諸表及びサステナビリティ関連財務開示が含まれるが、これらに限定されるものではない。 

IG3 現在の及び潜在的な投資者、融資者及びその他の債権者は、一般目的財務報告書の対象となる

主要な利用者である。一般目的財務報告書は、ビジネス及び経済活動についての合理的な知識

を有し、情報を勤勉さをもってレビューし分析する利用者のために作成される。しかしながら、

時には、十分な情報を有する勤勉な利用者であっても、サステナビリティ関連財務情報を理解

するために助言者の支援を求める必要がある場合もある。 

IG4   一般目的財務報告書は、主要な利用者が必要とするすべての情報を提供しているわけではなく、

すべてを提供することはできない。したがって、企業は主要な利用者の共通の情報ニーズを満

たすことを目指す。企業は特別な情報ニーズ、すなわち特定の利用者の特有の情報ニーズに対

処することを目指すものではない。 

IG5 主要な利用者の共通の情報ニーズを満たすために、企業は、まず、3種類の主要な利用者のうち

の1種類、例えば、（現在の及び潜在的な）投資者の情報ニーズを個別に識別する。その後、企

業は、残りの2種類、すなわち、（現在の及び潜在的な）融資者及び（現在の及び潜在的な）そ

の他の債権者について評価を繰り返す。これらの評価により識別された情報ニーズの組み合わ

せが、企業が満たすことを目指す共通の情報ニーズのセットを形成する。 

IG6 言い換えれば、共通の情報ニーズの評価において、企業はすべての利用者に共通する情報ニー

ズを識別することは要求されない。識別された情報ニーズの一部には、すべての種類の利用者

に共通するものもあれば、1種類又は2種類にのみ特有の場合もある。仮に、すべての種類の主

 
1 IFRS S1号を通じて、「主要な利用者」及び「利用者」という用語は同じ意味で互換的に使われており、現在の及

び潜在的な投資者、融資者及びその他の債権者のことをいう。 
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要な利用者に共通する情報ニーズのみに焦点を当てた場合、1種類の利用者のみのニーズに合致

する情報を除外してしまう場合がある。 

一般に利用可能である情報の使用 

IG7   主要な利用者は情報源を一般目的財務報告書からの情報に限定しているわけではない。例えば、

そのような利用者は、企業が事業を営む産業に関する情報、企業の競合他社及び経済状況に関

する情報、企業のプレス・リリースや企業が公表している他の文書内の情報も、考慮する場合

がある。しかしながら、情報が一般に利用可能であることをもって、短期、中期又は長期にわ

たり、企業のキャッシュ・フロー、当該企業のファイナンスへのアクセス又は資本コストに影

響を与える（affect）と合理的に見込み得る、サステナビリティ関連のリスク及び機会に関する

重要性がある（material）情報を企業が開示する責任が免除されるわけではない。これらのリス

ク及び機会をあわせて「企業の見通しに影響を与える（affect）と合理的に見込み得るサステナ

ビリティ関連のリスク及び機会」という。 

ガイダンスの情報源の適用 

IG8 本ガイダンスは、IFRS S1号のいくつかの要求事項を適用するための、考えられる方法を提案し

ている。本ガイダンスは、追加的な要求事項を定めるものではない。 

IG9 IFRS S1号は、企業が具体的なガイダンスの情報源を参照し、その適用可能性を考慮することを

要求している。IFRS S1号はまた、企業が企業自身のサステナビリティ関連財務開示を作成する

にあたり参照することを容認されるが要求されないガイダンスの情報源を特定している（IFRS 

S1号第54項から第59項及び付録C参照）。これらの情報源は、次の識別に情報をもたらすことが

できる。 

(a) 企業の見通しに影響を与える（affect）と合理的に見込み得るサステナビリティ関連のリス

ク及び機会 

(b) 一般目的財務報告書の利用者の意思決定に関連性があり、それらのサステナビリティ関連の

リスク及び機会を忠実に表現する、サステナビリティ関連のリスク及び機会に関する情報 

IG10 IG11項からIG27項は、IFRS S1号の要求事項を満たすにあたり、企業がどのようにガイダンス

の情報源を適用することができるかを例示している。IG11項からIG24項は「SASBスタンダー

ド」に焦点を当てており、IG25項からIG27項は「水関連開示のためのCDSBフレームワーク適

用ガイダンス」及び「生物多様性関連開示のためのCDSBフレームワーク適用ガイダンス」（あ

わせて「CDSBフレームワーク適用ガイダンス」という。）に焦点を当てている。 

「SASBスタンダード」 

IG11 IFRS S1号に示すとおり、企業の見通しに影響を与える（affect）と合理的に見込み得るサステ

ナビリティ関連のリスク及び機会を識別するにあたり、企業は「SASBスタンダード」における

開示トピックを参照し、その適用可能性を考慮することが要求される。 

IG12 「SASBスタンダード」は産業別に構成されている。それぞれの「SASBスタンダード」には、

次のものが含まれる。 
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(a) 産業の説明：当該説明は、ビジネス・モデル、活動及び当該産業への参加を特徴付ける

（characterise）他の共通の特徴（features）を説明することにより、企業が適用される産業

ガイダンスを識別することを支援することを意図している。 

(b) 開示トピック：特定の産業内の企業によって行われる活動に関連する、特定のサステナビリ

ティ関連のリスク又は機会を記述している。 

(c) 指標：開示トピックに付随し、個別に又はセットの一部として、特定の開示トピックについ

ての企業のパフォーマンスに関する有用な情報を提供するように設計されている。 

(d) 技術的プロトコル：定義、範囲、適用及び関連する指標の表示に関するガイダンスを提供す

る。 

(e) 活動指標：企業による特定の活動又は事業の規模を定量化するものであり、データを正規化

して比較を容易にするためにIG12項(c)で参照する指標と組み合わせて使用することを意図

している。 

IG13 「SASBスタンダード」における開示トピック及び関連する指標は網羅的ではない。IFRS S1号

は、企業が企業自身の見通しに影響を与える（affect）と合理的に見込み得る、すべてのサステ

ナビリティ関連のリスク及び機会を忠実に表現することを要求している。 

適用される「SASBスタンダード」の識別 

IG14 それぞれの「SASBスタンダード」には、産業の名称及び説明が含まれる。産業の名称及び説明

は、企業のビジネス・モデル及び関連する活動に適用される可能性が高い「SASBスタンダード」

を企業が識別できるようにすることを意図している。産業の名称は、産業はさまざまな慣習に

より分類され定義されることがあるため、企業自身が属しているとみなす産業と正確に整合し

ない場合がある。さらに、特定の産業については、それらの活動又は少なくとも類似の活動が

他の「SASBスタンダード」において扱われている可能性が高いものの、「SASBスタンダード」

によって具体的に扱われていない活動が存在する場合がある。 

IG15 適用される「SASBスタンダード」を考慮するために、企業は、特定の「SASBスタンダード」

が対象とする活動を理解することが重要（important）である。それぞれの「SASBスタンダー

ド」は、「産業の説明」セクションにおいて、対象とするビジネスを要約している。 

IG16 企業によっては、自身のビジネス・モデル及び活動が単一の「SASBスタンダード」の産業の説

明と密接に整合していると考えることがある。その場合、企業はその単一の適用される「SASB

スタンダード」を参照するだけでよい場合がある（IE3項からIE8項参照）。他の企業は、自身の

活動に関連するサステナビリティ関連のリスク及び機会を識別することに役立つように、複数

の「SASBスタンダード」を参照し、その適用可能性を考慮する必要がある場合がある（IE9項

からIE15項参照）。そのような企業には、その活動が特定の1つの「SASBスタンダード」に反映

されているよりも広い範囲の活動にまたがるハイブリッドな又は複雑なビジネス・モデルを有

するものが含まれる場合がある。 

開示トピック 

IG17 企業の活動と最も密接に整合する「SASBスタンダード」を識別した後、企業は次に、識別した
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「SASBスタンダード」に含まれている開示トピックの企業の活動に対する適用可能性を考慮す

る。開示トピックは、特定の産業内で企業が実施する活動に関連する具体的なサステナビリテ

ィ関連のリスク及び機会を記述する。これらの開示トピックは、企業が一貫して企業自身のビ

ジネス・モデル及び活動に基づくサステナビリティ関連のリスク及び機会を識別できるように

することを意図している。 

IG18 例えば、食肉、家禽及び乳製品事業を営む企業は、「食肉、家禽及び乳製品」産業の「SASBス

タンダード」における開示トピックを参照し、その適用可能性を考慮することとなる。この産

業の「SASBスタンダード」の適用可能性を考慮するにあたり、企業は、その「SASBスタンダ

ード」における開示トピックが当該企業の状況に照らして適用されると結論付ける場合がある。

これには次のような開示トピックを含む。 

(a) 食品安全 

(b) 労働力（workforce）の健康及び安全 

IG19 したがって、企業は、IFRS S1号第55項に従い、サステナビリティ関連のリスク及び機会の識別

に情報をもたらすために、この「SASBスタンダード」における開示トピック（IG18項に列挙す

る開示トピックを含むが、それらに限定されない。）を用いることができる。具体的には、それ

らの開示トピックを適用することによって、企業は、製品の品質及び安全性を維持できない場

合、コストがかかるリコールをもたらし、ブランドの評判を傷つけ、罰金につながり、売上が

減少し、貿易制限を課すことを含む規制当局の監視が厳しくなる場合があると説明することが

できる。また、企業は、IFRS S1号第33項により要求される、企業が識別したリスクをどのよう

に管理するかに関する情報を開示するために、開示トピックを用いることができる。例えば、

評判の低下、コストのかかる離職、労働者の士気及び生産性の低下、傷病に対する潜在的な責

任に関連するリスク、関連する医療費並びに労災費用を避けるために労働者の安全対策をしっ

かり行うことに関する情報である。 

IG20    企業はこのアプローチを、適用される開示トピックのそれぞれについて繰り返すことができる。

「SASBスタンダード」は、特定の産業における「典型的な」企業のサステナビリティ関連のリ

スク及び機会の識別に情報をもたらす。したがって、場合によっては、「SASBスタンダード」

は次のようになる場合がある。 

(a) ある特定の産業内の「すべて」の企業について、一般目的財務報告書の利用者にとって有用

な情報をもたらさない開示トピックが含まれる。 

(b) 有用な情報をもたらすすべての開示トピックが含まれているわけではない。 

場合によっては、企業のビジネス・モデルが理由で、企業はある開示トピックが有用な情報を

もたらさないと結論付ける場合がある。例えば、企業がその開示トピックが対象とする活動に

関与していない場合、それが当てはまる場合がある。したがって、企業の見通しに影響を与え

る（affect）と合理的に見込み得るサステナビリティ関連のリスク又は機会を識別するために、

IFRS S1号第55項(b)において定める追加的なガイダンスの情報源を考慮する必要がある場合も

ある。 
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指 標 

IG21 サステナビリティ関連のリスク又は機会に具体的に適用される「IFRSサステナビリティ開示基

準」が存在しない場合、IFRS S1号は、企業が「SASBスタンダード」に含まれる開示トピック

に関連する指標を参照し、その適用可能性を考慮することを要求している。企業は、「SASBス

タンダード」で定められた指標が当該企業の状況に照らして適用されないと結論付ける場合が

ある。 

IG22 仮定として、食肉、家禽及び乳製品企業は、「食肉、家禽及び乳製品」産業の「SASBスタンダ

ード」に含まれる次の指標を参照し、その適用可能性を考慮する場合がある。 

(a) 食品安全 

(i) FB-MP-250a.1 「世界食品安全イニシアティブ（GFSI）」監査(1)不適合率、(2)(a)重大

及び(b)軽微な不適合に関する是正措置率 

(ii) FB-MP-250a.2 「世界食品安全イニシアティブ（GFSI）」食品安全認証プログラムの認

証を受けたサプライヤー施設の割合 

(iii)  FB-MP-250a.3 (1)リコール件数、(2)リコールされた製品の総重量 

(iv)  FB-MP-250a.4 企業の製品の輸入を禁止する市場についての説明 

(b) 労働力（workforce）の健康及び安全 

(i) FB-MP-320a.1 (1)総記録可能事故率（TRIR）及び(2)致死率 

(ii) FB-MP-320a.2 急性及び慢性の呼吸器の健康状態を評価し、モニタリングし、及び緩和

する取組み（efforts）の記述 

IG23 これらの指標はそれぞれ、定義、範囲、適用及び表示に関する詳細なガイダンスを提供する技

術的プロトコルによって支えられている。例えば、仮定上の食肉、家禽及び乳製品企業は、付

属する技術的プロトコルを適用するにあたり、所在地及び雇用形態（常勤、非常勤、直接雇用、

契約、役員、従業員、給与、時間給又は季節給など）にかかわらず、すべての労働者の労働安

全衛生に関連する情報を開示することになる。企業はこの情報を、IFRS S1号第32項(a)の要求

事項に準拠するために開示し、労働力の健康及び安全に関するリスクが企業のビジネス・モデ

ル及びバリュー・チェーンに与える影響（effects）を説明する場合がある。さらに、企業は

IFRS S1号第32項(b)の要求事項に従って情報を開示するためにこの情報を分解し（例えば、事

業の所在地ごとに）、企業のビジネス・モデル及びバリュー・チェーンのどの部分に労働力の健

康及び安全に関するリスクが集中しているかを説明する場合がある。技術的プロトコルは、開

示する情報を検証することができる規準として機能する場合もある。 

IG24 付属する技術的プロトコルはまた、仮定上の企業が、例えば顕著なリコールに関する説明（そ

の原因、数値、改善費用、性質（自発的又は非自発的）、関連する是正措置及びリコールに関連

するその他の重大な（significant）結果（法的手続又は消費者の疾病など）に関連する情報を含

む。）など、指標を適切な文脈により補足するにあたっての指針ともなる。企業はこの情報を、

IFRS S1号第35項の要求事項に準拠するために開示し、食品安全に関するリスクが企業の財政状

態、財務業績及びキャッシュ・フローに与える現在の及び予想される（anticipated）財務的影
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響（effects）に関する定量的情報及び定性的情報を開示する場合がある。 

「CDSBフレームワーク適用ガイダンス」 

IG25 IFRS S1号で示すとおり、企業の見通しに影響を与える（affect）と合理的に見込み得るサステ

ナビリティ関連のリスク及び機会を識別するにあたり、企業は「CDSBフレームワーク適用ガイ

ダンス」を参照し、その適用可能性を考慮することができる（IFRS S1号第55項参照）。サステ

ナビリティ関連のリスク又は機会に具体的に適用される「IFRSサステナビリティ開示基準」が

存在しない場合、一般目的財務報告書の利用者の意思決定に関連性があり、サステナビリティ

関連のリスク又は機会を忠実に表現するような情報を識別する際に、企業は「CDSBフレームワ

ーク適用ガイダンス」を参照し、その適用可能性を考慮することができる（IFRS S1号第57項か

ら第58項参照）。 

IG26 「CDSBフレームワーク適用ガイダンス」は、企業が水関連及び生物多様性関連のリスク及び機

会を識別するにあたり、当該企業を支援する可能性がある。例えば、「生物多様性関連開示に関

するCDSBフレームワーク適用ガイダンス」は、潜在的な物理的な生物多様性関連のリスク（土

壌の肥沃さの低下、作物生産のための花粉媒介種の減少及び魚資源の利用可能性の低下など）

を識別している。同様に、「水関連開示に関するCDSBフレームワーク適用ガイダンス」は、潜

在的な水関連の機会（水効率の改善、新たな製品及びサービスの開発並びに利害関係者との対

話及び協力を通じた生態系の保全及び復元など）を識別している。つながりのある情報に関す

るIFRS S1号第21項の要求事項を適用するにあたり、「CDSBフレームワーク適用ガイダンス」

は、水関連及び生物多様性関連のリスクが企業の見通しに影響を与える（affect）と合理的に見

込み得るその他のサステナビリティ関連のリスク及び機会とどのようにつながっている場合が

あるかを説明している。例えば、頻発する洪水などの水関連のリスクは、本質的に気候関連の

リスクとつながっていることが多い。 

IG27 企業は、IFRS S1号第55項に従い、水関連又は生物多様性関連のリスク及び機会について、

「SASBスタンダード」、「CDSBフレームワーク適用ガイダンス」又はその他のガイダンスの情

報源に従い識別している場合がある。具体的に適用される「IFRSサステナビリティ開示基準」

が存在しない場合、企業は、企業自身の見通しに影響を与える（affect）と合理的に見込み得る

水関連又は生物多様性関連のリスク又は機会について、提供すべき情報（指標を含む。）を識別

するにあたり、「CDSBフレームワーク適用ガイダンス」の適用可能性を考慮することができる。

企業は、IFRS S1号第25項から第53項におけるコア・コンテンツの要求事項を適用する際に、

「CDSBフレームワーク適用ガイダンス」を考慮する場合がある。例えば、次のとおりである。 

(a) ガバナンス ― 水関連のリスク及び機会に関連するガバナンスに関する開示を提供するにあ

たり、「水関連開示に関するCDSBフレームワーク適用ガイダンス」では、水に関する方針、

戦略及び情報がどのように経営者に委任されているかに関する情報を企業が提供する場合が

あることが提案されている。効果的な水管理を実現するための利害関係者との協力に関連し

て、水関連の規制に準拠していること及び利害関係者との対話を確実にする機能を有する特

定の機関、個人又はメカニズムが重大な（significant）水の損失の影響を受ける（affected）

場所に所在しているかどうかに関する情報を企業が提供する場合があることも、当該ガイダ

ンスにおいて提案されている。 

(b) 戦略 ― 生物多様性関連のリスク及び機会に関連する戦略に関する開示を提供するにあたり、
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「生物多様性関連開示に関するCDSBフレームワーク適用ガイダンス」では、企業が例えば

生物多様性関連のリスク及び機会の地理的特異性並びにそれらのリスク及び機会が短期、中

期及び長期にわたりどのように変化する場合があるかに関する情報を提供する場合があるこ

とが提案されている。当該ガイダンスはまた、企業がIFRS S1号第34項から第40項に従っ

て提供することを考慮する場合がある、定量的及び定性的情報の種類も提案している。例え

ば、事業コスト、コスト削減及び生物多様性管理に関連する売上（汚染流出などの事故の場

合における修復コスト又は引当金、従業員教育コスト並びに生物多様性に配慮した

（efficient）製品及びサービスからの売上に関する情報など）である。 

(c) 指標及び目標（targets） ― 「生物多様性関連開示に関するCDSBフレームワーク適用ガイ

ダンス」は、よくある生物多様性指標の例（廃水中の主要な汚染物質の濃度、収穫された木

材及び非木材森林製品の量並びに都市化のために転換された森林、草原若しくは湿地の面積

など）を提供している。時間の経過とともに生物多様性は変化するため、当該ガイダンスは

企業が目標（targets）を設定した時間軸に関する情報を提供することを提案している。当

該ガイダンスはまた、生物多様性の優先順位並びに法令及び規制上の要求事項が地域によっ

て異なることから、特定の所在地にあわせた目標（targets）についても説明している。 
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設 例 

これらの設例は、IFRS S1号に付属しているが、その一部を構成するものではない。本設例はIFRS S1

号の諸側面を説明するものであるが、解釈上のガイダンスを提供することを意図したものではない。 

IE1 これらの設例は、提示している限定的な事実関係に基づいて、企業がどのようにIFRS S1号の要

求事項のいくつかを適用する場合があるかを例示する仮想的な状況を描写している。それぞれ

の例示における分析は、要求事項を適用できる唯一の方法を示すことを意図したものではなく、

設例は、例示した特定の産業のみに適用されることを意図しているわけでもない。設例のいく

つかの側面は実際の事実パターンに現れる場合があるものの、企業は、IFRS S1号を適用する際

には、特定の事実パターンのすべての関連する事実及び状況を評価するべきである。 

「SASBスタンダード」 

IE2 設例1及び設例2は、企業がどのようにガイダンスの情報源に関連する要求事項を適用する場合

があるかを例示している。それらの要求事項には、次のものが含まれる。 

(a) 「SASBスタンダード」における開示トピックを参照し、その適用可能性を考慮する

（IFRS S1号第55項(a)参照）。 

(b) 「SASBスタンダード」に含まれる開示トピックに関連する指標を参照し、その適用可能性

を考慮する（IFRS S1号第58項(a)参照）。 

(c)    企業がサステナビリティ関連財務開示の作成（該当ある場合には、「SASBスタンダード」

における開示トピックの識別を含む。）にあたり適用した、具体的な基準、公表文書、産業

の実務及び他のガイダンスの情報源を識別する（IFRS S1号第59項(a)参照）。 

(d) 企業がサステナビリティ関連財務開示の作成（適用される指標の識別を含む。）にあたり適

用した、「IFRSサステナビリティ開示基準」、「SASBスタンダード」又は特定の産業に関連

するその他のガイダンスの情報源によって特定された産業を識別する（IFRS S1号第59項

(b)参照）。 

(e) 企業が「IFRSサステナビリティ開示基準」以外の情報源から得た指標を開示する場合、企

業は当該情報源及びその得た指標を識別する（IFRS S1号第49項参照）。 

設例1—単一のビジネス・ラインを有する企業 

IE3 企業Yは、地方の旅客航空会社である。企業の見通しに影響を与える（affect）と合理的に見込

み得るサステナビリティ関連のリスク及び機会を識別するにあたり、企業YはIFRS S1号第54項

に従い、「IFRSサステナビリティ開示基準」を適用することが要求される。「IFRSサステナビリ

ティ開示基準」を適用することに加えて、企業Yは「SASBスタンダード」における開示トピッ

クを参照し、その適用可能性を考慮することが要求される。企業Yは、自身のビジネス・モデル

及び活動が、「航空会社」産業の「SASBスタンダード」に最も密接に整合していると結論付け

る。 

IE4 企業Yは、IFRS S2号「気候関連開示」を適用し、企業の見通しに影響を与える（affect）と合

理的に見込み得る気候関連のリスク又は機会を識別する。また、企業YはIFRS S1号第55項(a)に
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従い、「航空会社」産業の「SASBスタンダード」における開示トピックを参照し、その適用可

能性を考慮する。企業Yは、「航空会社」産業の「SASBスタンダード」における4つすべての開

示トピックが自身の活動に適用されると結論付け、それらの開示トピックを、自身の見通しに

影響を与える（affect）と合理的に見込み得るサステナビリティ関連のリスク及び機会の識別に

情報をもたらすために用いる。 

IE5 企業Yは、自身のサステナビリティ関連のリスク及び機会に関する情報を開示するにあたり、識

別したサステナビリティ関連のリスク及び機会に具体的に適用される「IFRSサステナビリティ

開示基準」を適用する。例えば、企業YはIFRS S2号を適用し、自身の温室効果ガス排出に関す

る情報を開示する。企業Yが識別したサステナビリティ関連のリスク及び機会に具体的に適用さ

れる「IFRSサステナビリティ開示基準」が存在しない場合、企業Yは「航空会社」産業の

「SASBスタンダード」における適用される開示トピックに関連する指標を参照し、その適用可

能性を考慮する。企業Yは、これらの指標を適用することが、一般目的財務報告書の利用者の意

思決定に関連性があり、企業Yが識別したサステナビリティ関連のリスク及び機会を忠実に表現

する情報を提供すると結論付ける。例えば、「事故及び安全管理」の開示トピックに関連する指

標には、次が含まれる。 

(a)  TR-AL-540a.1：「安全管理システム」の導入及び結果についての説明 

(b)  TR-AL-540a.2：航空事故の件数 

(c)  TR-AL-540a.3：航空安全規制についての政府の強制措置の件数 

IE6 提供する情報を識別するにあたり、企業Yは当該指標に付属する技術的プロトコルの適用可能性

を考慮する。例えば、「安全管理システム」の導入及び結果についての説明を開示する一方で、

企業Yは、自身が識別した安全リスク及び危険な状況を緩和するために導入した措置又は測定値

を説明する場合がある。これらの措置又は測定値には、例えば、統制、事業、管理、プロセス、

製品、ビジネス・パートナー、研修又は技術の具体的な変更が含まれる。 

IE7 企業Yは、IFRS S1号における「コア・コンテンツ」に関する要求事項を適用することが要求さ

れる。企業Yは、IFRS S1号が要求する情報（戦略並びに指標及び目標（targets）に関する情報

を含む。）を提供するにあたり、「航空会社」産業の「SASBスタンダード」における開示トピッ

ク、指標及び関連する技術的プロトコルを考慮する。 

IE8 企業Yは、IFRS S1号第49項及び第59項に従い、サステナビリティ関連財務開示を作成するにあ

たり、「航空会社」産業の「SASBスタンダード」における開示トピック及び指標を適用した旨

を開示する。 

設例2—多様な活動を行っている大規模なコングロマリット企業 

IE9 企業Aは、多様な活動を行っている大規模なコングロマリット企業である。企業Aは、さまざま

な産業において用いられる電子機器及び産業機器を製造している。「IFRSサステナビリティ開示

基準」に加えて、企業Aはサステナビリティ関連のリスク及び機会を識別するにあたり、「SASB

スタンダード」における開示トピックを参照し、その適用可能性を考慮することが要求される。

企業の活動が幅広い性質であるため、企業Aは「SASBスタンダード」の適用可能性を考慮する

にあたり、「SASBスタンダード」がグループ化されているさまざまなセクターを考慮すること

から始める。企業Aは「医療」、「資源加工」及び「インフラ」セクターにおける産業の活動を実



 IFRS S1号「サステナビリティ関連財務情報の開示に関する全般的要求事項」AG 
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施しており、場合によっては、製造プロセスにおける特定の部分について、サプライヤーに依

存するのではなく所有している。また、企業Aは、「輸送」及び「消費財」セクターにおいても

いくつかの活動を有している。 

IE10 企業Aは「SASBスタンダード」における開示トピックを参照し、その適用可能性を考慮する。

企業Aは、8つの「SASBスタンダード」が自身のビジネス・モデル及び活動に適用されると結論

付ける。企業Aは、当該8つのスタンダードにおける開示トピックを考慮する。企業Aは、それら

のすべての開示トピックに関連する活動に関与していると考えるものの、企業Aはそれらの開示

トピックの一部は自身の状況に照らして適用されないと結論付ける。例えば、企業Aは、特定の

開示トピックにより特徴付けられる（characterised）サステナビリティ関連のリスク又は機会

について、当該開示トピックが企業にとって重大ではない（insignificant）活動に関連している

ため、短期、中期又は長期にわたり、企業の見通しに影響を与える（affect）と合理的に見込み

得るものではないと結論付ける。 

IE11 企業Aは、自身が考慮した「SASBスタンダード」における開示トピックのほとんどが、自身の

重大な（significant）活動に適用されると結論付ける。比較的重大ではない（less significant）

活動を有する一部の場合においては、企業Aは、それらの関連する産業における特定の開示トピ

ックのみが適用されると考えている。例えば、企業Aは、輸送及び小売ビジネスについて考慮し

た開示トピックのほとんどは、これらのビジネスの規模が比較的小さいため、適用されないと

結論付ける。しかしながら、企業Aはこれらのビジネスにおける安全及び労働実務に関連する事

故は、短期的には自身のキャッシュ・フローに大きな影響（effect）を与える可能性は低いもの

の、中期及び長期にわたり企業の評判に大きな影響（effect）を与える可能性があると結論付け

る。このレピュテーション・リスクは、中期及び長期の時間軸にわたり、企業Aのより大規模な

ビジネスのパフォーマンス（企業が人材を惹きつけて維持する能力（ability）を含む。）に影響

を与える（affect）可能性があり、これは中期及び長期のキャッシュ・フロー、ファイナンスへ

のアクセス及び資本コストに影響を与える（affect）と合理的に見込み得る可能性がある。この

ように、企業Aはこれらのトピックを、企業の見通しに影響を与える（affect）と合理的に見込

み得るサステナビリティ関連のリスク及び機会を識別するにあたり考慮する。 

IE12 企業Aが識別したサステナビリティ関連のリスク及び機会に具体的に適用される「IFRSサステ

ナビリティ開示基準」が存在しない場合、企業Aは適用される開示トピックに関連する指標を参

照し、その適用可能性を考慮する。企業Aは、適用される指標を識別するにあたり、当該指標が

一般目的財務報告書の利用者の意思決定に関連性があり、自身が識別したサステナビリティ関

連のリスク及び機会を忠実に表現する情報を提供するかどうかを考慮する。 

IE13 サステナビリティ関連財務開示を作成するにあたり、企業Aは、重要性がある（material）情報

を重要性がない（immaterial）情報で不明瞭にすることを避けるために、一部の情報を集約す

べきであると結論付ける。例えば、企業Aは、自身のさまざまな活動において製造する機器に不

可欠である材料の調達についての戦略に関する情報は、それらの不可欠である材料のサプライ

ヤーとの関係をまとめて管理しているため、集約すべきであると結論付ける。 

IE14   対照的に、他の種類の情報について、企業Aは、集約することによって重要性がある（material）

情報が不明瞭になることをもたらすと結論付ける。例えば、「医療」セクターにおける機器に関

連するリコールの件数に関連する情報は、それぞれのセクターについての技術、製造プロセス

及び市場が異なり、したがって、これらのセクターにおける製品リコールの発生の理由もさま
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ざまであるため、「消費財」セクターにおける機器に関するリコールの件数に関する情報と集約

するべきでないと結論付ける。 

IE15 企業 A は、IFRS S1 号第 49 項及び第 59 項に従い、サステナビリティ関連財務開示を作成する

にあたり適用した「SASB スタンダード」に関する情報を開示する。これには、企業が適用した

特定の「SASBスタンダード」、開示トピック及び指標を識別することを含む。企業 Aは、IFRS 

S1 号第 74 項に従い、一般目的財務報告書の利用者が、サステナビリティ関連財務開示を作成す

る過程で企業が行った判断及びそれらの開示に含まれる情報に最も重大な（significant）影響

（effect）を与える判断を理解できるようにする情報も提供する。
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